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（2011 年 2 月 16 日掲載） 

 

NO．4 「介護職員等によるたんの吸引等の実施について」（老健局，障害福祉部） 

＝厚生労働省老健局から，都道府県，指定都市及び中核市に向けた説明資料である＝ 

  ＜構成＞ 

     ・本文 

     ・別紙 ： 「介護職員等によるたんの吸引等の実施のための制度の在り方について（中間まとめ）」 

     ・別添 ： 「介護職員等によるたんの吸引等の実施のための制度について（骨子）」 

 

（１）介護職員等によるたんの吸引等の実施のための制度の在り方に関する検討会について 

○ 介護職員等によるたんの吸引等の取扱いについては，介護現場におけるニーズ等も踏ま

え，これまで，当面のやむを得ない措置として，在宅・特別養護老人ホーム・特別支援学

校において，介護職員等がたんの吸引等のうちの一定の行為を実施することが一定の要

件の下に運用によって認められてきた。 

○ しかしながら，こうした運用による対応（実質的違法性阻却）については，そもそも法律にお

いて位置付けるべきではないか，グループホーム・有料老人ホームや障害者施設等にお

いては対応できていないのではないか，在宅でもホームヘルパーの業務として位置付け

るべきではないか等の課題が指摘されている。 

○ こうしたことから，介護現場等において，たんの吸引等が必要な者に対して，必要なケアを

より安全に提供し，利用者と介護職員等の双方にとって安心できる仕組みとするよう，介

護職員等によるたんの吸引等の実施のための法制度や教育・研修の在り方についての

検討会を昨年７月に設置し，昨年１２月に制度の在り方についての基本的な考え方とその

骨子について「中間まとめ」が行われたところ。【別紙】 

    ＜検討会の検討課題＞ 

①介護職員等によるたんの吸引等の実施のための法制度の在り方 

②たんの吸引等の適切な実施のために必要な研修の在り方 

③試行的に行う場合の事業の在り方 

○ その結果，介護福祉士及び一定の研修を修了した介護職員等が一定の条件の下にたん

の吸引等の行為を実施できることとし，第177回通常国会に提出予定である介護保険法

改正法案の中で「社会福祉士及び介護福祉士法」を改正する方向で検討しているところ

である。 

○ なお，教育・研修や安全確保措置の具体的内容等については，昨年１０月から「試行事業」

を実施していることから，その結果について評価と検証を行い，さらに検討を進めることと
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している。 

（２）研修事業の実施について 

○ 平成２３年度予算（案）では，各都道府県における「介護職員等によるたんの吸引等の実施

のための研修事業」の実施について，必要な経費を計上しているところである。今後，6月

頃までに「試行事業」の評価と検証を行い，その結果を踏まえ，本研修事業の具体的内容

等について，改めてお知らせすることとしているので，各都道府県においては，本研修事

業の円滑な実施に留意いただくとともに，積極的な取り組みをお願いしたい。 

      【平成２３年度予算案額】 

・９４０，３２９千円（老健局，障害保健福祉部の合計額） 

【都道府県研修】 

・たんの吸引等を行う介護職員等を養成するため，都道府県レベルにおいて研修を行

う。 

・予算案916,500千円（内訳） 老健局計上（施設関係） 611,000千円（１県あたり事業費

26,000千円，養成者数100人）障害部計上（在宅関係） 305,500千円（１県あたり事業

費13,000千円，養成者数50人） 

・実施主体：都道府県（民間団体に委託可）  

・補助率（補助割合） 国1/2，都道府県1/2 

【指導者講習】 

・都道府県レベルで，たんの吸引等に関する研修指導を行う医師・看護師に対し，必要

な講習を実施。 

・予算案：23,829千円 

・実施主体：国 

      ※ 研修内容等については，現在，「介護職員等によるたんの吸引等の実施のための制

度の在り方に関する検討会」において検討中。 

○ 本研修事業の対象者については，高齢者及び障害者（児）関係施設・事業所の介護職員

等を予定しているところであるが，平成２３年度の国の補助については，以下のとおり，高

齢者及び障害者（児）施設向けについては老健局において，在宅の事業所向けについて

は障害保健福祉部より，それぞれ補助率１／２のもとに行うこととしているのでご留意願

いたい。 

＜老健局対象＞ 

特別養護老人ホーム，老人保健施設，認知症高齢者グループホーム，有料老人ホー

ム，障害者（児）施設等 

＜障害保健福祉部対象＞ 

訪問介護事業所等 

○ また，各都道府県における本研修事業の実施に先立ち，厚生労働省では，都道府県単位

でたんの吸引等に関する研修指導を行う医師・看護師に対し，必要な講習を実施すること
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としており，改めて開催案内等をお知らせすることとしているので，ご留意願いたい。 

○ なお，平成２２年度より実施している「特別養護老人ホームにおける看護職員と介護職員

によるケア連携協働のための研修事業」の取扱いについては，別途，お知らせすることと

しているので，ご承知おき願いたい。 
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【別紙】 

「介護職員等によるたんの吸引等の実施のための制度の在り方について（中間まとめ）」 

平成22年12月13日 

介護職員等によるたんの吸引等の実施のための制度の在り方に関する検討会 

１ はじめに 

○ 介護職員等によるたんの吸引等の取扱いについては，介護現場におけるニーズ等も踏

まえ，これまで，当面のやむを得ない措置として，在宅・特別養護老人ホーム・特別支

援学校において，介護職員等がたんの吸引等のうちの一定の行為を実施することが一

定の要件の下に運用によって認められてきた。 

○ しかしながら，こうした運用による対応（実質的違法性阻却）については，そもそも法律に

おいて位置付けるべきではないか，グループホーム・有料老人ホームや障害者施設等

においては対応できていないのではないか，在宅でもホームヘルパーの業務として位

置付けるべきではないか等の課題が指摘されている。 

○ こうしたことから，当検討会は，介護現場等において，たんの吸引等が必要な者に対し

て，必要なケアをより安全に提供し，利用者と介護職員等の双方にとって安心できる仕

組みとして，介護職員等によるたんの吸引等の実施のための法制度や教育・研修の在

り方について検討を行い，制度の在り方についての基本的な考え方とその骨子につい

てとりまとめた。 

○ また，教育・研修や安全確保措置の具体的内容等については，本年10月から「試行事

業」が実施されていることから，その結果について評価と検証を行い，さらに検討を進

めることとしている。 

２ これまでの経緯 

（これまでの取扱い） 

○ 医師法等の医療の資格に関する法律は，免許を持たない者が医行為を行うことを禁止

しており，たんの吸引及び経管栄養は，原則として医行為（医師の医学的判断及び技

術をもってするのでなければ，人体に危害を及ぼし，又は危害を及ぼすおそれのある

行為）であると整理されている。 

○ このことを前提としつつ，現状では，以下のような通知により，在宅における筋萎縮性側

索硬化症（以下「ＡＬＳ」という。）患者及びそれ以外の療養患者・障害者に対するたんの

吸引や特別支援学校における教員によるたんの吸引等，特別養護老人ホームにおけ

るたんの吸引等については，実質的に違法性が阻却されるとの解釈によって，一定の

条件下で容認されてきた。 

１） 「ＡＬＳ（筋萎縮性側索硬化症）患者の在宅療養の支援について」（平成15年7月17

日付け医政発第0717001号厚生労働省医政局長通知） 

２） 「盲・聾・養護学校におけるたんの吸引等の取扱いについて（協力依頼）」（平成16

年10月20日付け医政発第1020008号厚生労働省医政局長通知） 
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３） 「在宅におけるＡＬＳ以外の療養患者・障害者に対するたんの吸引の取扱いについ

て」（平成17年3月24日付け医政発第0324006号厚生労働省医政局長通知） 

４） 「特別養護老人ホームにおけるたんの吸引等の取扱いについて」（平成22年4月1

日付け医政発0401第17号厚生労働省医政局長通知） 

（最近の動き） 

○ 「新成長戦略」（平成22年6月18日閣議決定）においては，「不安の解消，生涯を楽しむた

めの医療・介護サービスの基盤強化」として，「医療・介護従事者の役割分担を見直す」

ことを提言している。 

○ また，「規制・制度改革に係る対処方針」（平成22年6月18日閣議決定）においては，「医

行為の範囲の明確化（介護職による痰の吸引，胃ろう処置の解禁等）」として，「医療安

全が確保されるような一定の条件下で特別養護老人ホームの介護職員に実施が許容

された医行為を，広く介護施設等において，一定の知識・技術を修得した介護職員に解

禁する方向で検討する。また，介護職員が実施可能な行為の拡大についても併せて検

討する。＜平成22年度中検討・結論，結論を得次第措置＞」とされたところである。 

○ さらに，「障害者制度改革の推進のための基本的な方向について」（平成22年6月29日 

閣議決定）においては，「たん吸引や経管栄養等の日常における医療的ケアについて，

介助者等による実施ができるようにする方向で検討し，平成22年度内にその結論を得

る。」とされたところである。 

○ 加えて，「介護・看護人材の確保と活用について」（平成22年9月26日総理指示）により，

「介護人材の活用のため，在宅，介護保険施設，学校等において，介護福祉士等の介

護職員が，たんの吸引や経管栄養等といった日常の『医療的ケア』を実施できるよう，

法整備の検討を早急に進めること。」との総理からの指示があったところである。 

（本検討会における検討） 

○ 以上のような経緯を踏まえ，本検討会は，本年7月から検討を開始し，本年8月9日の第4

回検討会までの議論を踏まえて，「試行事業」を実施することが合意され，同年10月か

ら，合計8団体の協力を得て，介護職員等によるたんの吸引等の試行事業が実施され

ているところである。 

○ なお，本年11月17日の第5回検討会においては，「今後の介護人材養成の在り方に関す

る検討会」から，「今後養成される介護福祉士には，その本来業務として，たんの吸引

等を実施することが求められる」との意見が提出され，この内容も踏まえて，議論を行っ

たところである。 

（関係審議会の動き） 

○ 社会保障審議会介護保険部会は，「介護保険制度の見直しに関する意見」（平成22年11

月30日）において，「今後，さらに医療ニーズが高い者が増加すると見込まれることや，

より安全なケアを実施するため，たんの吸引等を介護福祉士や一定の研修を修了した

介護職員等が行えるよう，介護保険制度の改正と併せて法整備を行うべきである」とし
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ている。 

３ 基本的な考え方 

（制度の在り方） 

○ 介護の現場等におけるたんの吸引等のニーズや実態を踏まえ，必要な人に必要なサー

ビスを安全かつ速やかに提供することを基本とすべきである。 

○ 介護職員等によるたんの吸引等については，介護サービス事業者等の業務として実施

することができるよう位置付け，現在の実質的違法性阻却論に伴う介護職員等の不安

や法的な不安定を解消することを目指す。 

○ その際，現在の実質的違法性阻却論による運用の下で行われていることができなくなる

など，不利益な変更が生じないよう十分に配慮することが必要である。 

○ まずは，たんの吸引及び経管栄養を対象として制度化を行うが，将来的な拡大の可能

性も視野に入れた仕組みとする。ただし，その際には，関係者を含めた議論を経て判

断することが必要である。 

○ 安全性の確保については，医学や医療の観点からはもちろん，利用者の視点や社会的

な観点からも納得できる仕組みによるものとする。 

○ 介護職員等に対する教育・研修の在り方については，不特定多数の者を対象とする場

合と，特定の者を対象とする場合を区別して取り扱うものとする。後者については，特

定の利用者ごとに行う実地研修を重視した研修体系を設けるなど配慮するものとする。 

○ なお，医療提供体制や介護サービスの在り方，医療と介護の連携，介護職員の処遇改

善の在り方など関連する事項については，所管の審議会等での議論が必要である。 

（医事法制との関係） 

○ 今回の検討に当たっては，「医行為」に関する現行の法規制・法解釈について，その基

本的な考え方の変更を行うような議論は，本検討会の役割を超えるものであり，また，

可能な限り速やかに結論を得る必要があるとの認識の下に，本検討会の議論において

は，現時点における医事法制上の整理を前提として議論を進めることとした。 

○ なお，この点については，口腔内（咽頭の手前）のたんの吸引など一定の行為について

は，ある程度の研修を受ければ，技術的には医師，看護師等でなくても実施できると考

えられることを考慮し，こうした一定の行為については「医行為ではない行為」と整理し

た上で研修を行うような仕組みとする方が現実的なのではないか，との意見があった。 

○ 一方，安全性の確保という観点からは，医療的なコントロールの下に行われることが重

要であるほか，医事法制上は，安全性を確保するための教育・研修を義務付ける必要

がある行為を「医行為ではない行為」と整理することはできないのではないかとの意見

があった。 

○ こうした状況を踏まえると，現時点において，現行の取扱いを変更することは困難である

が，今後の課題として，試行事業の検証結果等も踏まえ，対応を検討する必要がある。 

４ 介護職員等によるたんの吸引等の実施のための制度の骨子 
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（制度の骨子） 

○ 介護職員等によるたんの吸引等の実施のための制度の骨子は，【別添】のとおりであ

り，この骨子を踏まえて，「社会福祉士及び介護福祉士法」など関連の法令上の位置付

けを整理することが必要である。 

○ 一方，新たな資格として位置付けることには，慎重であるべきとの強い反対意見があっ

た。 

○ 現在，一定の条件の下にたんの吸引等を実施している者が，新たな制度の下でも実施

できるよう，必要な経過措置を設けることが必要である。 

（医師・看護職員との連携等） 

○ 介護職員等によるたんの吸引等の実施については，医師・看護職員との適切な連携・協

働の下に行われることが必要である。 

○ ただし，たんの吸引等の行為の中には，介護福祉士や研修を受けた介護職員等が実施

することは安全性の観点から問題があるものがあるとの意見があった。 

○ この点については，実際の介護現場等における利用者の状態や利用者の置かれた環

境によっては，介護職員等が実施することに適さない場合もあることから，実際に介護

職員等が実施可能かどうか等について，あらかじめ医師が判断し，看護職員との具体

的な連携の下に実施することが必要である。 

○ また，医師・看護職員と介護職員等との適切な連携・協働の在り方，安全確保措置の具

体的内容については，試行事業の結果等を踏まえてさらに検討する必要がある。特

に，居宅は施設と異なり，医療関係者が周囲に少ないこと等を踏まえ，居宅における医

師・訪問看護と訪問介護等との連携・協働については，積極的に促進される仕組みが

必要である。 

○ なお，保健所についても，必要に応じ，医師・訪問看護と訪問介護等との連携を支援す

ることが必要であるとの意見があった。 

（医療機関の取扱い） 

○ 医療機関の取扱いについては，今回の制度化の趣旨が，介護現場等におけるたんの吸

引等のニーズに対し，看護職員のみでは十分なケアが実現できないという現実の課題

に対応した措置であることから，所定の看護職員が配置されているなど介護職員によ

るたんの吸引等を積極的に認める必要はないとの考え方に基づき，実地研修を除き，

対象外と位置付けたところである。 

○ しかしながら，介護療養型医療施設等の医療機関については，医療面においてはより安

全な場所と考えられることから，対象から除外すべきではないとの意見があった。 

○ これに対して，医療機関は「治療の場」であり，患者の状態なども安定していないなど課

題も多いことから，対象とすべきではないとの意見があった。 

○ この問題については，医療・介護の在り方に関する根本的な論点を含むものであり，別

途，検討する必要があると考えられ，今後の検討課題とすることが適当である。 
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５ 教育・研修の在り方 

（教育・研修カリキュラム等） 

○ 「試行事業」においては，より高い安全性を確保しつつ，評価・検証を行うという観点か

ら，50時間の講義を含む基本研修と実地研修を行うこととしているところであるが，研修

時間が長すぎるのではないか，働きながら研修を受講できるような柔軟な仕組みとす

べきではないか，等の意見があったところであり，これらの点を含め，教育・研修の具体

的な内容については，今後，試行事業の結果等を踏まえてさらに検討する必要があ

る。 

○ また，ＡＬＳ等の重度障害者の介護や施設，特別支援学校等における教職員などについ

ては，利用者とのコミュニケーションなど，利用者と介護職員等との個別的な関係性が

より重視されることから，これらの特定の利用者ごとに行う実地研修を重視した研修体

系を設けるなど，教育・研修（基本研修及び実地研修）の体系には複数の類型を設ける

こととし，その具体的内容についても，試行事業の結果等を踏まえてさらに検討する必

要がある。 

６ 試行事業の検証 

○ 平成22年10月より，「試行事業」が実施されているところであるが，今後，その結果につ

いて検証していくこととしている。 

○ 今回の「中間まとめ」は現行の医事法制の解釈等を前提としつつ，介護職員等によるた

んの吸引等の実施のための制度の基本的な骨子について整理したものである。 

○ 今後，教育・研修カリキュラムの内容，医師・看護職員と介護職員等との適切な連携・協

働の在り方，安全確保措置の具体的内容等のさらに詳細な制度設計については，「試

行事業」の検証結果等を踏まえて，引き続き検討することが必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

http://www.yamadajuku.com/


9/11 

http://www.yamadajuku.com/ 

やまだ塾 

Copyright(C) 2011 Shunsaku Yamada. All rights reserved. 

【別添】 

「介護職員等によるたんの吸引等の実施のための制度について（骨子）」 

１ 介護職員等によるたんの吸引等の実施 

○ たんの吸引等の実施のために必要な知識及び技能を身につけた介護職員等は，一定の

条件の下に，たんの吸引等を行うことができることとする。 

○ 介護職員等が実施できる行為の範囲については，これまで運用により許容されてきた範囲

を基本として，以下の行為とする。 

・ たんの吸引（口腔内，鼻腔内，気管カニューレ内部） 

＊ 口腔内・鼻腔内については，咽頭の手前までを限度とする。 

・ 経管栄養（胃ろう，腸ろう，経鼻経管栄養） 

＊ 胃ろう・腸ろうの状態確認，経鼻経管栄養のチューブ挿入状態の確認は，看護職員

が行う。 

○ たんの吸引のみ，あるいは経管栄養のみといったように，実施可能な行為及び実施のため

の研修に複数の類型を設ける。 

○ まずは，たんの吸引及び経管栄養を対象として制度化を行うが，将来的な拡大の可能性も

視野に入れた仕組みとする。ただし，その際には，関係者を含めた議論を経て判断するこ

とが必要である。 

２ たんの吸引等を実施できる介護職員等の範囲 

（１）介護福祉士 

○ 介護の専門職である介護福祉士が，その業務としてたんの吸引等を行うことができるよう

にし，養成カリキュラムに基本研修及び実地研修を含むたんの吸引等に関する内容を追

加する。 

○ この場合，既に介護福祉士の資格を取得している者については，一定の追加的研修を修

了することにより，たんの吸引等の行為を行うことができることとする。 

（２）介護福祉士以外の介護職員等 

○ 介護福祉士以外の介護職員等（訪問介護員等の介護職員とし，保育所にあっては保育

士，特別支援学校等にあっては教職員を含む。）については，一定の条件下でたんの吸

引等の行為を行うことができることとする。具体的には，一定の研修を修了した介護職員

等は，修了した研修の内容に応じて，一定の条件の下に，たんの吸引等を行うことができ

るものとする。 

※ 介護福祉士のみでは現に存在するニーズに対応しきれないこと，介護福祉士養成施

設の体制整備や新カリキュラムでの養成に相当の期間を要することに留意。 

３ たんの吸引等に関する教育・研修 

（１）たんの吸引等に関する教育・研修を行う機関 

○ 既に介護福祉士の資格を取得している者や介護福祉士以外の介護職員等に対してたん

の吸引等に関する教育・研修を行う機関を特定するとともに，教育・研修の内容や指導を
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行う者等に関する基準を設定し，その遵守について指導監督を行う仕組みを設ける。 

（２）教育・研修の内容 

○ 基本研修及び実地研修とし，実地研修については可能な限り施設，在宅等の現場で行うも

のとする。なお，教育・研修の機会を増やす観点から，介護療養型医療施設や重症心身

障害児施設など医療機関としての位置付けを有する施設であっても，実地研修の場とし

ては認めることとする。 

○ 教育・研修の内容や時間数については，介護職員等の既存の教育・研修歴等を考慮する

ことができるものとする。 

○ 上記の研修を行う機関は，受講生の知識・技能の評価を行い，技能等が認められた場合

のみ，研修修了を認めることとする。 

○ 不特定多数の者を対象とする教育・研修の内容と，特定の者を対象とする場合（ＡＬＳ等の

重度障害者等の介護や施設，特別支援学校等における教職員など）を区別し，後者は，

特定の利用者ごとに行う実地研修を重視した研修体系とするなど，教育・研修（基本研

修・実地研修）の体系には複数の類型を設ける。 

○ 教育・研修の具体的内容（時間数，カリキュラム等）については，現在，行われている「試行

事業」の結果等を踏まえてさらに検討する。 

４ たんの吸引等の実施の条件 

○ 介護の現場等において，一定のニーズはあるが，看護職員だけでは十分なケアができな

い施設，在宅等として，医師・看護職員と介護職員等の適切な連携・協働が確保されてい

ることを条件とする。特に，居宅は施設と異なり，医療関係者が周囲に少ないこと等を踏

まえ，居宅における医師・訪問看護と訪問介護等との連携・協働については，積極的に促

進される仕組みが必要である。 

○ 介護職員等にたんの吸引等を行わせることができるものとして，一定の基準を満たす施

設，事業所等を特定する。 

＜対象となる施設，事業所等の例＞ 

・ 介護関係施設（特別養護老人ホーム，老人保健施設，グループホーム，有料老人ホ

ーム，通所介護，短期入所生活介護等） 

・ 障害者支援施設等（通所施設及びケアホーム等） 

・ 在宅（訪問介護，重度訪問介護（移動中や外出先を含む）等） 

・ 特別支援学校 

○ 医療機関の取扱いについては，所定の看護職員が配置されているなど介護職員等による

たんの吸引等を積極的に認める必要がないことから，対象外とする。 

※ なお，この問題については，医療・介護の在り方に関する根本的な論点を含むもので

あり，別途，検討する必要があると考えられ，今後の検討課題とすることが適当であ

る。 

○ 介護職員等がたんの吸引等を行う上での安全確保に関する基準を設け，医師・看護職員
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と介護職員等の連携・協働の確保等，基準の遵守について指導監督の仕組みを設ける。 

○ 医師・看護職員と介護職員等との具体的な連携内容や安全確保措置の具体的内容につ

いては，現在行われている「試行事業」の結果等を踏まえてさらに検討する。 

５ 制度の実施時期等 

○ 介護保険制度等の見直しの時期も踏まえ，平成２４年度の実施を目指す。ただし，介護福

祉士の位置付けについては，介護福祉士養成課程の体制整備や新カリキュラムでの養

成期間等を踏まえた実施時期とする。 

○ 現在，一定の条件の下にたんの吸引等を実施している者が，新たな制度の下でも実施で

きるよう，必要な経過措置を設ける。 

（参考・引用：2010 年度全国厚生労働関係部局長会議（厚生分科会）資料） 
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